
 

 

 

「水質汚濁防止法施行令の一部を改正する政令案」に対する意見の募集（パブリックコメント）の

実施結果について 

 

 

１．概要 

令和４年11月１日（火）から令和４年11月30日（水）にかけて「水質汚濁防止法施行令の一

部を改正する政令案」について意見募集を行い、その結果を以下のとおり取りまとめました。 

・ 意見募集期間： 令和４年11月１日（火）～令和４年11月30日（水） 

・ 告 知 方 法： 電子政府の総合窓口（e-Gov） 

・ 意見提出方法： 電子政府の総合窓口（e-Gov）の「意見提出フォーム」、郵送 

 

２．意見提出数 

５件 

 

３．寄せられた御意見及び御意見に対する回答 

別紙のとおり 

 



 

 

番号 御意見の概要 御意見に対する考え方 

１ PFOSや PFOAを含む消火剤を使用すると泡が周囲に付着する。 

泡の洗浄時に PFOS類が流れ出すが、残留性や付着場所の散乱を

考えると、1回の洗浄では取り切れないと思われる。 

複数回に渡って洗浄した場合や、日数が経ってから洗浄した場

合に流れる PFOS類も、措置対象外の事故時としてカウントされる

のか？ 

あるいは、その場合は事故時の措置として都道府県知事に届け

出る必要があるのか？ 

事故時の定義を示していただきたい。 

 

・水質汚濁防止法第 14条の２第２項で規定する「指定施設の破損

その他の事故」は、人為的な事故に限らず、天災を含む不可抗

力による事故を含みます。例えば、老朽化や自然災害等が原因

で起きる施設の破損等による漏洩に続く放流、人為的な操作ミ

ス等による放流及び爆発や火災による物質の飛散、引火等が考

えられます。 

・一方で、消火活動時における泡消火薬剤の使用は、事故の概念

に馴染まないため、当該薬剤の使用による放流は、使用後の洗

浄に伴うものを含め、事故時の措置の対象とはならないと考え

ます。 

・今回、PFOS 等の 4 物質を指定物質に追加することについては、

地方公共団体、関係省庁及び関連する化学物質を取り扱う業界

団体と連携を図りつつ周知しています。 

 

２ 「PFOS及びPFOAを含有する泡消火薬剤の使用による排出は事故

時の措置の対象とはならないと考えられる。」とのことだが、当

該物質について水質汚濁防止法第 14条の２第２項に規定される事

故時の措置の対象・非対象の定義・考え方を明確に示してもらい

たい。さらに、泡消火設備を所有する事業者に対し、一連の改正

内容及び運用の周知に取り組んでもらいたい。 

 

別紙 



 

 

 

３ 直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及びその塩は多くの洗剤に含

有されているため、多数の工場・事業場が指定事業場に該当する

ことになるが、どのようにして周知を行うのか。条文上はごく一

般的な飲食店でも指定事業場に該当することとなるため、政令が

改正されても実効性が担保できないのではないか。 

直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及びその塩は洗剤として公共

用水域に排出されるのが前提で使用されるため、「人の健康又は

生活環境に係る被害を生ずるおそれがあるとき」とはどのような

流出状況を指すのか具体的に示していただくとともに、事業者に

過度な負担が生じないようにしていただきたい。 

 

・今回、 PFOS等の 4物質を指定物質に追加することについては、

地方公共団体、関係省庁及び関連する化学物質を取り扱う業界

団体と連携を図りつつ周知しています。 

・「人の健康又は生活環境に係る被害を生ずるおそれがあるとき」

とは、人の健康に係る被害のほか、浄水場の取水停止、魚のへ

い死等の生活環境に係る被害が生ずるおそれがあるときを想定

しています。 

 

 

４ 令和５年（来年）の２月施行では、急すぎて SDS 改訂作業など

の準備が間に合わない。施行日を遅らせてほしい。 

 

 

・指定物質を新たに追加する場合は、これまでも公布後施行まで

の間に一定の周知期間を置いていますが、措置の性格上、施行

日から直ちに対応が発生する蓋然性は必ずしも高くないと思わ

れることから、その期間は比較的短く設定されています。 

・例えば前回、ヘキサメチレンテトラミンを指定物質に追加した

際は、平成 24年９月 26日に公布し、10月１日に施行しており、

こうした例を見ても、今回の周知期間は妥当と考えます。 

５ 新たに指定物質として指定される物質として直鎖アルキルベン

ゼンスルホン酸及びその塩（LAS）が挙げられている。 

参考資料には、この物質のアルキルの炭素数 10～14についての

データが掲載されているが、対象範囲は、アルキルの炭素数が 10

～14のもののみという理解でよいか。 

上記の理解が正しい場合、炭素数を明記して指定していただけ

ないか。 

・物質名については、他法令等を参考に規定しています。 

・なお、商品として流通している直鎖アルキルベンゼンスルホン

酸及びその塩（LAS）は、アルキル基の炭素数が 10から 14の同

族体が主体であることから、実態としては主にこの範囲のもの

が対象になると考えます。 


